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カルテル・談合発覚時の初動対応

⚫ カルテル・談合の疑いで公正取引委員会の立入検査等を受けた際には、メディアに報道さ

れ世間に広く周知される一方で、調査への立ち会いや聴取で拘束され、情報収集をはじめ

とする初動対応が難しくなる事態も起き得ます。企業としての事業継続に影響を及ぼす事

態で、経営層による迅速な対応方針の決定が、その後の影響程度を決定づけます。

価格カルテルや入札談合の疑いにより、公正取引委員会の立入検査等の調査を受ける事態の発生時
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① 立入状況（本社／子会社等）と被疑事実の把握

② 事案に関連した問い合わせ、報道の把握

③ 弁護士・クライシスマネジメントの専門家への相談

④ 公正取引委員会への提出物の整理 など

1. 発生事象の確認と情報収集  

① 対策本部の立ち上げ（責任者の任命・事務局の設置・専門家起用）

② 調査委員会の設置検討（設置の場合は、委員の指名等）

③ 情報集約、エスカレーションルートの確定

④ ロジスティクス管理（リソースの確保・インフラの整備） など

3. 有事対応体制の構築  

① 公正取引委員会への調査協力

② 監督官庁（金融庁、国土交通省、厚生労働省、経済産業省等）への報

告・説明

③ 事業への影響度の把握

④ 取引先への説明

⑤ その他ステークホルダーの特定および対応方針の策定

5. 公正取引委員会および取引先等のステークホルダー対応

① 取締役会の招集（課徴金減免制度の申請等）

② 事実経緯および原因調査方針の検討

③ 情報発信方法の決定（個別連絡／プレス／会見／HP掲載等） など

4. 有事対応方針検討  
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① 証券取引所（東証等）への報告

② 適時開示 など

2. 対外公表の準備  



被疑事実を速やかに、かつ具体的に把握することが望まれる。

検査忌避ととられかねないような行動を慎み、検査に協力する。

課徴金減免申請の要否を、速やかに会社として意思決定する。

外部リソースの活用が危機収束の近道である。

ステークホルダーに対し、真摯かつ一貫した対応を実行する。

対応時のポイント

課徴金減免制度の概要

課徴金減免制度とは、事業者が自ら関与したカルテル・入札談合について（※）、その違
反内容を公正取引委員会に自主的に報告した場合、課徴金が減免される制度。事業者

自らがその違反内容を報告し、更に資料を提出することにより、カルテル・入札談合の発見

を容易化し、事件の真相解明を効率的かつ効果的に行うことにより、競争秩序を早期に

回復することを目的としている。

※対象は、カルテル・入札談合（購入カルテルを含む）に限られる。

参考：公正取引委員会「課徴金減免制度」より

調査開始 申請順位 申請に応じた減免率
協力度合いに応じた

減免率

前

１位 全額免除

２位 20%

＋最大40%３～５位 10%

６位以下 5%

後（注1）
最大３社（注2） 10%

＋最大20%
上記以外 5%

（注1）調査開始後の減免申請期日は、調査開始日（立入検査、提出命令、報告命令

            等の処分が最初に行われた日）から起算して20日とされている。課徴金減免制度

            の一般論を的確に理解し、短時間で事実関係を整理・判断したうえで、減免申請

            するかどうかを速やかに決定することが求められる

（注2）公正取引委員会の調査開始日以後に課徴金減免申請を行った者のうち、減免率

10%が適用されるのは、調査開始日以前の減免申請者の数と合わせて５社以内

である場合に限る
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